
千葉市内で発見された化学弾の
無害化処理について

平成２４年１月２８日（土）
１０：００～１１：３０

千葉市の事案に関する現地連絡協議会
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はじめに（本日のご説明内容）

千葉市内で発見された化学弾と判断される砲弾の無害化
処理について、前回の住民説明会後の取組状況及び今後の
作業等について、これまでの経緯も含めてご説明します。
なお、お手元のパンフレットもご参照ください。

１．これまでの経緯等

２．無害化処理施設の概要

３．砲弾の運搬について

４．無害化処理施設の試運転について

５．無害化処理施設の確認試験について

６．無害化処理の対象となる砲弾について

７．無害化処理施設の安全対策

８．今後の見通し及びお知らせについて
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１－１ 砲弾の発見・回収及び保管について①

平成19年、稲毛区の民間研究農場

において、化学弾の可能性のある

砲弾が４発発見されました。

このことを受け、平成20年度に実

施した物理探査により、砲弾の可

能性がある検知点が多数認められ

たことから、平成21年度に掘削確

認調査を実施し、化学弾の可能性

が高い砲弾を171発回収しました。

砲弾の発掘・回収実施状況

（携帯型化学剤検知器による安全確認をし

つつ実施しました。）

砲弾の種類については、その形状・大きさ・重量等から、旧陸

軍の95式きい弾及び同あか弾のいずれかに該当すると推定

されました。

きい弾の場合には、硫黄マスタードとルイサイトといった「びら

ん剤」と呼ばれる化学剤が充填されており、これらは常温で

液体又は気体の状態で存在します。

一方、あか弾の場合には、ジフェニルシアノアルシンやジフェ

ニルクロロアルシンといった「くしゃみ剤」と呼ばれる化学剤が

充填されており、これらは常温では固体で、熱を加えない限り、

揮散することはありません。
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１－１ 砲弾の発見・回収及び保管について②

砲弾は、布袋に収納してから、

アルミラミネート袋に入れて、

ヒートシーラにより密封してお

り、化学剤の漏えいを防止し

ています。

さらに、密封完了した砲弾は、

緩衝材を取り付けたうえで、

硫黄マスタードやルイサイト

が漏えいした際の圧力に耐

え得る保管容器に収納して

います。

蓋に検知孔があり、蓋を開封することなく、
ここから内部での漏えいの有無を携帯型
化学剤検知器で確認することが可能

アルミラミネート袋
に密封した砲弾緩衝材
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１－１ 砲弾の発見・回収及び保管について③

１－２ これまでの検討会と説明会の開催経緯①
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環境省ではこれまで、専門家による検討会を開催し、専門家の意見や指導を踏ま
えながら、千葉市の事案について技術的な検討を進め、住民の皆様方への説明会
も併せて実施してまいりました。

平成22年度 第3回検討会(12月9日)
無害化処理施設の設置候補地を千葉市中央区川崎町の県有地といたしました。

第1回 住民説明会(平成22年12月19日)
無害化処理施設設置候補地と無害化処理の概要について説明しました。

第2回 住民説明会(平成23年4月23日)
無害化処理業務請負業者が決定したことを受け、無害化処理の概要について
説明しました。

平成22年度 第4回検討会(3月28日)
無害化処理の安全性・確実性に係る技術的な考え方等について検討しました。

平成23年度 第1回検討会(6月28日)
無害化処理業務請負業者が採用する加熱燃焼方式等について技術的な検
討を行いました。

第3回 住民説明会(平成23年6月4日)
無害化処理施設の地震や津波等の災害対策等について追加的に説明し、
施設設置用地の内覧会を実施しました。



平成23年度 第3回検討会(12月5日)
無害化処理施設の設置工事の進捗状況の確認と当面の予定である試運転と
確認試験等について技術的な検討を行いました。
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第5回 住民説明会(平成23年12月17日)
これまでの説明内容を概括したうえで、化学剤のモニタリングや無害化処
理施設設置工事の進捗状況等について説明し、無害化処理施設の内覧会を
実施しました。

平成23年12月 無害化処理施設が完成いたしました。

平成23年12月11日,19日 無害化処理施設の試運転を実施しました。

平成24年1月11日 砲弾を無害化処理施設の地上式三級火薬庫に搬入しました。

平成24年1月19日 無害化処理施設の確認試験を実施しました。

１－２ これまでの検討会と説明会の開催経緯②

平成23年度 第4回検討会(1月13日)
無害化処理の対象物に関する専門家による確認調査結果等を検討しました。

第4回 住民説明会（平成23年9月3日）

これまでの説明内容を概括したうえで、砲弾の輸送方法、化学剤の無害化処理
後に生じるヒ素を含む産業廃棄物の処理等について追加的に説明しました。

平成23年7月 無害化処理施設の設置工事を着工しました。

設置場所
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２－１ 無害化処理施設の設置場所

環境省は、無害化処理施設の設置場所について、千葉県、千葉市と協議した結果、千
葉市中央区川崎町の県有地とすることといたしました。
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２－２ 無害化処理設備の原理・実績

本事業で採用した加熱燃焼

炉を用いた無害化処理は、

高温による化学剤の分解及

び爆薬の燃焼処理を行う目

的で確立された方式です。

既にドイツや米国で採用され、

これまで多くの化学弾を安全

に処理した実績のある処理

方式です。

無害化処理に使用する加熱燃焼炉とその付帯設備
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２－３ 無害化処理施設の技術的特徴①

①処理の徹底性と耐爆性・気密性の確保

○加熱燃焼炉設備は、旧軍が製造した各種化学弾（砲弾）の爆
発に耐え得る高度な耐爆性と気密性を兼ね備えています。

○加熱燃焼炉に投入された化学弾は５５０℃で加熱燃焼し、そ
の内部に充填されている爆薬と化学剤を確実に分解させます。

○さらに発生した排ガスも二次燃焼炉において１２００℃で２秒
間以上燃焼させ、クエンチャ、スクラバ等の排ガス処理設備に
より適正に処理し、ダイオキシン類の生成も防止します。

○化学弾の処理は炉の中で完結することから、化学剤が炉外へ
漏えいすることはありません。

○無害化処理後の砲弾の弾殻には化学剤が残らないため、産
業廃棄物として適正に処理することが可能です。
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②自動化された投入方式

○砲弾は地上式三級火薬庫から運搬し、保管容器を開梱して、
加熱燃焼炉への投入の準備をします。

○砲弾をセットした後、加熱燃焼炉への砲弾の投入作業は自動
化されており、運転要員が炉内へ立ち入ることはありません。

○運転は処理設備から離れた制御室で炉を含めた設備全体の
処理工程監視と操作を行う方式となっています。

○万一、保管容器の検知孔からの確認において、保管容器の
内部で異常が認められた場合には、保管容器を開封すること
なく保管容器ごと砲弾を無害化処理します。

２－３ 無害化処理施設の技術的特徴②
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○砲弾は地上式三級火薬庫からエアロック室を経て第1コンテインメン
ト内に搬入され、加熱燃焼炉に自動で投入されます。

○化学剤に含まれる有機ヒ素化合物は加熱燃焼炉
及び二次燃焼炉で無機化され、加熱燃焼炉からの
固形廃棄物及び排ガス処理装置からの液体廃棄
物として回収されます。

○二次燃焼炉を経た排ガスは、排ガス処理装置に
よって有害な化学物質が除去され、大気に排出
されます。

○排ガス系、作業環境の要
所において化学剤等のモ
ニタリングを徹底します。

○第１コンテインメント及び排ガス処理設備等は第２コンテインメントに包含され、全体が負圧
管理されています。

○加熱燃焼炉内で砲弾は５５０℃で無害
化処理され、発生する排ガスは二次燃
焼炉に導入され、１２００℃で２秒間以
上燃焼処理されます。

２－４ 無害化処理の全体フロー図
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無害化処理の対象となる砲弾は安全に保管しておりましたが、

下記の車列のイメージで、無害化処理施設に運搬し、同敷地内

に設置した地上式三級火薬庫に搬入しました。

３－１ 砲弾の運搬について

砲弾の運搬車列イメージ

前方警備車 後方警備車
運搬車

荷室内は携帯型化学剤検
知器により連続的に化学

剤の有無を監視

※安全な間
隔を維持

※安全な間
隔を維持

運搬に際し、保管
容器に異常がない
ことを確認しまし
た。
その上で、保管容
器を梱包したダン
ボール箱をビニー
ル袋で密閉しまし
た。

運搬に際し、保管
容器に異常がない
ことを確認しまし
た。
その上で、保管容
器を梱包したダン
ボール箱をビニー
ル袋で密閉しまし
た。

安全確認
Step １

安全性の担保

砲弾を運搬車両に
搬入し、荷室内で
固定しました。
また、積載完了後、
荷室内に携帯型化
学剤検知器を設置
して、内部空気の
連続的なモニタリ
ングを行う体制を
整えました。

砲弾を運搬車両に
搬入し、荷室内で
固定しました。
また、積載完了後、
荷室内に携帯型化
学剤検知器を設置
して、内部空気の
連続的なモニタリ
ングを行う体制を
整えました。

積載
Step ２

確実な積載

運搬車両の前後に
警備車両を配置し
て、交通量の少な
い夜間に無害化処
理施設まで運搬し
ました。
運転の際には急発
進や急ブレーキを
伴わない安定した
運転を行いました。

運搬車両の前後に
警備車両を配置し
て、交通量の少な
い夜間に無害化処
理施設まで運搬し
ました。
運転の際には急発
進や急ブレーキを
伴わない安定した
運転を行いました。

運搬
Step ３

慎重な運搬

到着・荷下ろし
Step ４

無害化処理施設
に到着したら、
荷室内に異常が
ないことを確認
した上で、保管
容器をすべて火
薬庫に搬入し、
運搬を完了させ
ました。

無害化処理施設
に到着したら、
荷室内に異常が
ないことを確認
した上で、保管
容器をすべて火
薬庫に搬入し、
運搬を完了させ
ました。

速やかな保管

３－２ 砲弾の運搬結果について

砲弾の無害化処理施設への運搬は、平成24年1月10日の深夜に
出発し、一般道及び高速道路を経由して安全に実施しました。
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15Step3 無害化処理施設の本格運転の実施

Step2 無害化処理施設の試運転・確認試験の実施

化学弾の模擬物（模擬化学剤と火薬を充填）を使用して処理施
設を運転し、以下の確認を実施。

全ての設備が健全に機能するか
炉の破損等の有無の確認
排ガス処理設備の安定性
電源喪失や不具合の発生等を想定した安全な緊急停止 等

試運転の実施

（これに合格しなけ
れば確認試験は実

施できない）

確認試験の実施

（これに合格しなけ
れば本格運転は実

施できない）

Step １ 無害化処理施設の完成

1発の砲弾の無害化処理を実施し、モニタリングで化学剤の検出
がなく、処理後の分析で以下の条件を満足していることを確認。
○炉内残渣物・付着物の分析

硫黄マスタード0.05mg/kg以下（含有量）であること
ルイサイト： 0.1mg/kg以下（含有量）であること
ジフェニルシアノアルシン及びジフェニルクロロアルシン：0．5mg/kg以下
（含有量）であること

○排ガスの分析
総ヒ素：0．05mg/Nｍ3以下であること

要求性能を満足していることの確認へ

要求性能が満足していることを確認済
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４－１ 無害化処理施設完成後の流れ

４－２ 試運転の意義

模擬検体を使用し
た処理運転

• 旧軍の化学弾を
模擬した検体で無
害化処理施設の
性能等を確認

加熱燃焼炉・排ガス系
の健全性・安定性

• 火薬を含む模擬検体を処理
して加熱燃焼炉と二次燃焼
炉を含む排ガス系が健全で
あり、かつ安定的に運転して
いるか否かを確認

全電源喪失等の不
具合を想定し、緊急

停止

• 緊急時に無害化処
理施設が停止可能
かどうかを確認

実際に無害化処理を実施する場合と
同様の条件で無害化処理施設を運
転し、模擬検体の処理を行う確認試
験は環境省職員立会いのもと、平成
23年12月に実施しました。
主な試験内容は以下の通りです。

■ ハード面の確認■

■ ソフト面の確認■

全運転要員が、与えられた役割分担に基づき、適切な作業を実施
しているかを確認。

無
害
化
処
理
施
設
が
全
体
と
し
て
爆
発
物
を
処
理
す
る
上
で
、

安
全
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か
否
か
等
に
つ
い
て
、
性
能
を
確

認
し
た
も
の
で
す
。

・模擬検体が破壊されていることを確認

・処理後の残渣物について、模擬検体に
充填した模擬化学剤（サリチル酸メチ
ル）の残存量を分析

• 模擬検体が破壊さ
れていることの確認

• 化学剤処理能力の
確認
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性能を満足していることについて
専門家の評価を受けたことから、
確認試験の実施へ移行しました。

４－３ 試運転の結果

加熱燃焼炉・排ガス系の
健全性・安定性

無害化処理施設全体として安定した実処理を実施。
処理後の炉内に傷、凹み等の損傷部がないことを
確認しました。

全電源喪失等の不具合
を想定した緊急停止

緊急停止は問題なく実施できました。

処理後の残渣物について、
模擬検体に充填した

模擬化学剤（サリチル酸メチル）
の残存量を分析

処理後の残渣を分析したところ、
サリチル酸メチル（定量下限値1mg/kg未満）
は検出されませんでした。

全運転要員による、
役割分担に基づいた

適切な作業を実施しているか

化学弾の無害化処理の際と同様の作業を
行い、模擬検体の処理作業を遂行しました。

模擬検体が破壊されている
ことの確認

模擬検体は実処理により破壊されたこと
を確認しました（次のスライド参照）
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４－４ 試運転により実処理をした模擬検体の状況

■ 試運転前の模擬検体状況■
■ 試運転により実処理

した後の模擬検体状況■

加熱燃焼処理後

加熱燃焼処理後

化学弾を模した模擬検体は加熱燃焼処理により破壊されたことを確認。

ピクリン酸128gとサリチル酸メチル
857ｇを充填した模擬検体

TNT1200gを充填した模擬検体
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５－１ 確認試験の取組について

日付 作業内容 主たる確認項目 目 的

1/19 環境省職員及
び運転要員に
よりきい弾及び
あか弾を各１発
個別に加熱燃
焼炉に投入し、
実処理しました。

○ モニタリング状況の確認
モニタリング機器MINICAMS
によるモニタリング状況を確
認しました。排ガスをサンプ
リングし、総ヒ素の分析をし
ました。

実処理において化学剤の漏
えいの有無を確認し、安全性
を検証するものです。

排ガス中の総ヒ素濃度を確
認し、排ガス処理系が機能し
ていることを確認するもので
す。

1/20 加熱燃焼炉か
ら、処理後の弾
殻や残渣物をス
クラップアウトし、
確認とサンプリ
ングを実施しま
した。

○ 環境省職員及び運転要員

により携帯型化学剤検知器
RAID-M100による安全確認

実施後、弾殻の確認、残渣
のサンプリングを実施し、分
析に供しました。

砲弾が破壊され、内部に炸薬
や化学剤が認められないこと
を確認するものです。

処理後の残渣に化学剤が
残っていないかどうかを確認
し、無害化処理の徹底性・安
全性を科学的に検証するもの
です。

試運転に合格したことを踏まえ、化学弾を使用して、無害化処理の徹底性を確
認することを目的とした確認試験を実施しました。

この確認試験は技術的に非常に重要であることから、環境省職員もガスマスク
と防護服を着用してJFEエンジニアリング株式会社とともに取り組みました。
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５－２ 確認試験に供した化学弾と処理後の状況①

確認試験に供し
た95式きい弾と
判断される砲弾
（きい弾特有の色識
別帯が残存）

加熱燃焼処理後

加熱燃焼処理によ
り、弾頭部分は炉内
で吹き飛びました。
これに伴い、砲弾内
部の化学剤と炸薬
は加熱燃焼処理さ
れ、処理後は内容
物が存在しないこと
が確認されました。

内容物
は存在
せず。

黄色の色識別帯
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５－２ 確認試験に供した化学弾と処理後の状況②

確認試験に供し
た95式あか弾と
判断される砲弾
（あか弾特有の色識
別帯が残存）

加熱燃焼処理後

加熱燃焼処理に
より、弾頭部分は
炉内で吹き飛び、
弾殻は内側から
裂けるような形で
破壊されました。

内容物は存在
せず。

これに伴い、砲弾内部の化学
剤と炸薬は加熱燃焼処理され、
処理後は内容物が存在しない
ことが確認されました。

赤色の色識別帯
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1 硫黄マスタード
（定量下限値：0.05mg/kg（含有量））

→ 不検出(定量下限値未満)
2 ルイサイト（定量下限値：0.１mg/kg（含有量））

→ 不検出(定量下限値未満)
3 ジフェニルクロロルアルシン

（定量下限値： 0.5mg/kg（含有量）※）
→ 不検出(定量下限値未満)

4 ジフェニルシアノアルシン
（定量下限値：0.5mg/kg（含有量）※）

→ 不検出(定量下限値未満)
※ 誘導体化GC/MS 法による。

５－３ 確認試験における残渣・排ガスの分析結果

無害化処理後の残渣を回収し、化学物質評
価研究機構において分析した結果は以下の
通りです。

無害化処理後の残渣を回収し、化学物質評
価研究機構において分析した結果は以下の
通りです。

きい弾及びあか弾の無害化処理後の排ガスをそれぞれ採取し、ＪＦＥテクノリサーチ株式会社に
おいて公定法に基づいて個別に総ヒ素を分析した結果は以下の通りです。

（定量下限値：0.002mg/Nm3）

きい弾及びあか弾の無害化処理後の排ガスをそれぞれ採取し、ＪＦＥテクノリサーチ株式会社に
おいて公定法に基づいて個別に総ヒ素を分析した結果は以下の通りです。

（定量下限値：0.002mg/Nm3）

残渣のサンプリング実施状況

排ガス中の総ヒ素については自主管理値として、0.05mg/Nm3としましたが、分析の結果、２検体
とも不検出（定量下限値未満）でした。
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■ 確認試験結果■

確認試験の結果、JFEエンジニアリング株式会社の加熱燃焼処理は、加熱燃焼
炉及び排ガス系に負荷が少ないことに加え、化学剤の無害化処理が徹底され、
処理後の弾殻及び残渣の再処理を要しない（未分解の化学剤汚染物や除染によ
る廃液が炉外に持ち出されない）ことから、安全性が高い合理的な無害化処理方
法であることが分かり、環境省の要求性能を満足していることが確認されました。

加熱燃焼処理実施中における、作業環境モニタリング、排ガスモニタリング

について、MINICAMS及び携帯型化学剤検知器RAID-M100で硫黄マスター
ドやルイサイトを検知することはありませんでした。また、処理後の弾殻を同
様に確認した結果、硫黄マスタードやルイサイトを検知することはありません
でした。
処理後の弾殻を目視確認した結果、残渣の付着や、固着物は認められま

せんでした。
採取した残渣について、硫黄マスタード、ルイサイト、ジフェニルシアノアルシ
ン、ジフェニルクロロアルシンの含有量を分析した結果不検出でした。
また、排ガスにおける総ヒ素を分析した結果、不検出でした。

５－４ 確認試験結果（まとめ）
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６－１ 無害化処理の対象となる砲弾の状態について

平成21年度に民間研究農場内において実
施した掘削確認調査により発掘・回収した
90mm迫撃砲弾（信管なし）は、その大半が
関東ローム層に突き刺さった状態で発見さ
れました。

その後、砲弾は速やかに布袋に収納した後
にアルミラミネート袋に密閉したうえで保管
容器に収納し、火薬庫に保管しました。なお、
すべての作業工程において化学剤を検知す
ることはありませんでした。

このため、回収後の砲弾にも赤土が固着し
ており、内容物が漏えいするリスクを避け
るため、可能な範囲で赤土の除去作業を
実施し、そのうえで、重量（固着した赤土の
重量を含む）、全長、旧軍化学弾の外観的
な特徴である切り溝・色識別帯・液音の有
無等について確認しました。

関東ローム層に突き刺さった状態で発
見された迫撃砲弾の例

（砲弾は周辺の赤土と固着しており、発
掘・回収には慎重な作業を要しました。）
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Step２ 砲弾の手入れ

Step３ 計測・外観確認

Step４ 砲弾の密封梱包
（封じ込め＝化学剤の漏えい防止）

（アルミラミネート袋に密封後、保管容器へ収納し、段ボール箱へ梱包）

Step５ 砲弾の保管

Step６ X線撮影（撮影後、砲弾は再保管）

Step１ 砲弾の回収
（化学剤漏えい・信管がないことを要確認）

６－２ 砲弾の確認調査フロー

専門家による最終確認を踏まえ弾種が確定。

 

専門家による砲弾の確認調査実施状況

砲弾の措置及び確認調査
は左のフロー図に従い実施
し、得られたデータを取りま
とめ、専門家による最終確
認を行い、調査結果を平成
２４年１月１３日に検討会資
料として公表しました。

Step７ 以上の各種調査の結果得られた
データを取りまとめ
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６－３ 無害化処理の対象となる砲弾の内訳について

①掘削確認調査により、民間研究農場から回
収した砲弾

９５式きい弾と判断される砲弾：１１２発

９５式あか弾と判断される砲弾： ５９発

②平成１９年に民間研究農場から回収された砲
弾

９５式きい弾と判断される砲弾： ４発

③民間研究農場周辺在住の千葉市民から警察
に届け出がなされた砲弾

９５式あか弾と判断される砲弾： １発

■ 無害化処理施設の火薬庫で保管中の砲弾■

今後、必要な手続き

が完了しましたら、左

記の合計１７６発の化

学弾（いずれも信管は

なし）に対する無害化

処理を実施します。

全砲弾は無害化処理施設の火薬庫に運搬し、
安全に保管中です。定期的に安全確認を実施し
ており、異常は発生しておりません。

※なお、全砲弾は、弾殻を穿孔ないしは切断する等による内容物の抽出はしていませんので、
分析により内容物を特定するまでには至っておりません。

■ 無害化処理の実施へ■
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処理対象の砲弾
は専用の保管容
器に封入され、
無害化処理施設
の敷地内に設置
された地上式三
級火薬庫におい
て、安全に保管
されています。

処理対象の砲弾
は専用の保管容
器に封入され、
無害化処理施設
の敷地内に設置
された地上式三
級火薬庫におい
て、安全に保管
されています。

砲弾は専用の台
で１発ずつ第１
コンテインメン
ト内の開梱室に
搬入され、保管
容器から取り出
されます。
この際、化学剤
が漏えいしてい
ないことを慎重
に確認します。

砲弾は専用の台
で１発ずつ第１
コンテインメン
ト内の開梱室に
搬入され、保管
容器から取り出
されます。
この際、化学剤
が漏えいしてい
ないことを慎重
に確認します。

砲弾を専用の段
ボール箱に入れ
てセットした後、
作業要員は第２
コンテインメン
トから退出しま
す。
砲弾は、制御室
からの自動操作
により、加熱燃
焼炉に投入され
ます。

砲弾を専用の段
ボール箱に入れ
てセットした後、
作業要員は第２
コンテインメン
トから退出しま
す。
砲弾は、制御室
からの自動操作
により、加熱燃
焼炉に投入され
ます。

砲弾の無害化処
理は排ガス及び
作業環境中のモ
ニタリングを実
施しながら行い
ます。
砲弾の１日当た
りの処理数は、
数発から１０発
程度を見込んで
います。

砲弾の無害化処
理は排ガス及び
作業環境中のモ
ニタリングを実
施しながら行い
ます。
砲弾の１日当た
りの処理数は、
数発から１０発
程度を見込んで
います。

無害化処理

無害化処理の作業工程の流れ
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火薬庫での安全
な保管

開梱室までの運
搬・保管容器から
の取出し

専用の段ボール
箱にて１発ずつ加
熱燃焼炉に投入

７－１ 砲弾の無害化処理に関する流れ

①無害化処理施設全体をテント（コンテインメント）で覆い、加
熱燃焼炉及びその付帯設備をさらなるコンテインメントで覆
い、負圧を保持します。

②排ガス処理設備にはバックアップとしてのHEPA/活性炭
フィルタを設けることで、排ガス処理を徹底します。

③加熱燃焼炉からのスクラップ排出時に外部へ粉塵やヒ素が
漏えい・拡散しないように、サイクロン、バグフィルタ、HEPA/
活性炭フィルタを設置して漏えいを確実に防止します。

④高性能連続化学剤モニタリング装置MINICAMSによるモニ
タリングを実施します。

⑤作業要員は適切な個人用防護装備(防護服・ガスマスク等)
を着用し、高性能携帯型化学剤検知器を装備して作業に
当たります。

⑥適切な除染剤を準備して作業に当たります。
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７－２ 無害化処理施設の安全対策（ハード）

周
辺
環
境

作
業
環
境

①砲弾は処理の直前まで密閉状態を保って地上式三級火薬庫に
保管します。

②砲弾に関する知識・技能・経験を有する資質の高い要員を配置
し、安全な取扱い・無害化処理を行います。

③無害化処理を実施する直前に、保管容器の蓋にある検知孔を開
けて化学剤の漏えいの有無を確認します。万が一、保管容器の
内部に異常が確認された場合は直ちに検知孔を閉め、保管容器
ごと加熱燃焼炉に投入します。

④緊急時の医療体制を構築して作業に当たります。
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７－３ 無害化処理施設の安全対策（ソフト）
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７－４ 教育訓練

○安全教育の実施(全員に対して実施）

処理運転に必要な知識、作業手順、連絡体制、災害時の対処
方法、避難経路、防護具の取扱、除染方法、携帯型化学剤検
知器の取扱、その他必要事項の教育を実施して作業に当たり
ます。

○避難訓練、砲弾搬送訓練の実施

避難訓練、砲弾搬送訓練を実施し、緊急時にも的確な対応が
図られるようにいたします。



①自然災害（地震、津波、その他）時の対応

○地上式三級火薬庫からの砲弾の搬出は個々に行い、多数を
同時に搬出することなく無害化処理を実施することで、砲弾の
散逸を防止します。

また、災害発生時に未処理の砲弾は速やかに地上式三級火
薬庫に戻します。

○設備の緊急停止,遮断による化学剤の封じ込めを実施します。

○電源を停止することで、加熱燃焼炉は密閉された状態のまま
安全に冷却します。

②停電時の対応

○発電機は二重化しバックアップ体制を取ります。

○バッテリ－を設置し、万一全停電でもモニタリング系、機器の
管理系統は生かします。

○万一、停電の場合、加熱燃焼炉は密閉された状態のまま安全
に冷却します。
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７－５ 緊急時対応計画
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万が一の緊急時には、以下の体制で関係行政機関で連絡を取り合い、
必要と判断した場合には防災行政無線等において、近隣住民の方々
に必要な連絡を行います。

無害化処理施設
ＪＦＥエンジニアリング

環 境 省

千葉市（消防を含む） 千葉県（警察を含む）

近隣住民の方々

防災行政無線等

近隣住民の方々近隣住民の方々

緊急事態の発生隣接事業者等

７－６ 緊急時の連絡体制について
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平成24年3月末

無害化処理施設
撤去・原状復帰
の完了見込み

平成24年1月末
以降

実処理（無害化処
理）の実施

無害化処理は、平成24

年1月末以降に実施する

予定です。

全ての砲弾を処理し、原

状復帰をする時期は平

成24年3月末を見込んで

います。

次回の住民説明会の予定

○平成２４年２月２５日（土）午前１０時～午前１１時３０分

※千葉市蘇我勤労市民プラザ４階多目的ホールで開催予定

８－１ 今後の見通しのイメージ
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○今後の無害化処理の実施に当たりましては、モニタリング結

果を含め、事業の進捗状況について、環境省のホームペー

ジで随時、お知らせいたします。

（http://www.env.go.jp/chemi/gas_inform/local/chiba.html ）

○また、無害化処理の進捗状況に関しましては、近隣住民の

皆様方に対し、千葉市蘇我勤労市民プラザ及び蘇我コミュ

ニティセンターにおける掲示によってもお知らせいたします。

８－２ 近隣住民の皆様方へのお知らせ方法

千葉市内で発見された化学弾の無害化処理等に関する関係行政機

関連絡先

○環境省総合環境政策局環境保健部環境リスク評価室
（毒ガス情報センター）

電話：０３-３５８１-３３５１（内線６３３４・６３４１）

○千葉県環境生活部環境政策課環境影響評価・指導室

電話：０４３-２２３-４１３８

○千葉市環境局環境保全部環境保全課

電話：０４３-２４５-５１４１

○四街道市環境経済部環境政策課

電話：０４３-４２１-２１１１
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８－３ 関係行政機関連絡先


